
 
 
 

令和８年度 
 

 
一般会計第５号補正予算書 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

京都府与謝郡与謝野町 





 

議案第６８号 

 

令和８年度与謝野町一般会計補正予算(第５号)  

 

令和８年度与謝野町一般会計補正予算（第５号）は、次に定めるところによ

る。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額にそれぞれ１４４，２１６千円を追加し、歳入歳

出予算の総額をそれぞれ１４，９９８，３４８千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

（債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」による。 

 

（地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

 

 

令和８年９月１日提出 

 

                与謝野町長 佐 賀 利 裕   
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第２表　債　務　負　担　行　為　補　正

（追　加）

第３表　地　方　債　補　正　

(変　更)

鉄 道 軌 道 輸 送 設 備
整 備 事 業 債

与 謝 野 駅 整 備 事 業 債

こども園施設整備事業債

道 路 整 備 事 業 債

河 川 等 整 備 事 業 債

都 市 下 水 路 施 設
整 備 事 業 債

町 営 住 宅 整 備 事 業

消 防 施 設 整 備 事 業 債

小 学 校 施 設
整 備 事 業 債

中 学 校 施 設
整 備 事 業 債

社 会 教 育 施 設 等
整 備 事 業 債

給 食 セ ン タ ー
整 備 事 業 債

過 疎 地 域 持 続 的 発 展
特 別 事 業 債

合 計 2,368,400   2,426,100   

25,700      25,700      

4,500       4,500       

14,300      11,700      

10,000      10,000      

46,100      46,100      

28,100      26,400      

38,300      50,700      

利　率 償還の方法

56,300      
証書借入れ
又　　は
証券発行

年５.０％以
内

（ただし、
利率見直し
方式で借入
れる政府資
金及び地方
公共団体金
融機構並び
に銀行等縁
故資金につ
いて、利率
見直しを
行った後に
おいては、
当該見直し
後の利率）

　
　政府資金
について
は、その融
通条件によ
り、銀行そ
の他の場合
には、その
債権者と協
定するもの
とする。
　ただし、
町財政の都
合により据
置期間及び
償還期間を
短縮し、又
は繰上償還
若しくは低
利に借換え
することが
できる｡

56,200      
証書借入れ
又　　は
証券発行

年６.０％以
内

（ただし、
利率見直し
方式で借入
れる政府資
金及び地方
公共団体金
融機構並び
に銀行等縁
故資金につ
いて、利率
見直しを
行った後に
おいては、
当該見直し
後の利率）

　
　政府資金
について
は、その融
通条件によ
り、銀行そ
の他の場合
には、その
債権者と協
定するもの
とする。
　ただし、
町財政の都
合により据
置期間及び
償還期間を
短縮し、又
は繰上償還
若しくは低
利に借換え
することが
できる｡

限度額 起債の方法

1,462,600   1,512,300   

111,900     111,900     

23,900      23,900      

528,900     528,900     

起債の目的
補正前 補正後

限度額 起債の方法 利　率

17,800      17,800      

償還の方法

　（単位：千円）

　（単位：千円）

限 度 額

7,500

事　　　　　　項

小 学 校 水 泳 指 導 業 務 委 託

期　　　　　　　間

令和８年度から令和９年度まで

放 課 後 児 童 健 全 育 成 事 業 委 託 令和８年度から令和１３年度まで 407,031
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給与費明細書
1　特　別　職

（単位：千円）

（人）

5,850

(3.50月分)

17,262

(3.50月分)

その他の
特 別 職

50,732 0 0 0 50,732 0 50,732

計 18 100,052 16,869 23,112 8,751 148,784 16,797 165,581

7,160

(3.50月分)

17,262

(3.50月分)

その他の
特 別 職

50,098 0 0 0 50,098 0 50,098

計 19 99,418 22,116 24,422 11,409 157,365 18,331 175,696

その他の
特 別 職

634 0 0 0 634 0 634

計 △ 1 634 △ 5,247 △ 1,310 △ 2,658 △ 8,581 △ 1,534 △ 10,115

2　一　般　職
　(1)　総　括

（単位：千円）

（人）

222

(369)

223

(368)

△ 1

(1)

区　分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
特　　殊
勤務手当

時 間 外
勤務手当

宿 日 直
手　　当

管理職員
特別勤務
手　　当

休　　日
勤務手当

管 理 職
手　　当

補正後 24,910 64,755 9,797 13,108 482 39,323 1,166 740 70 17,306

補正前 25,221 64,858 9,661 13,075 482 39,323 1,166 740 70 16,617

比　較 △ 311 △ 103 136 33 0 0 0 0 0 689

区　分 期末手当 勤勉手当 児童手当
退職手当
（負担金）

退職手当
（特別負担金）

単身赴任
手　　当

計

補正後 323,516 266,975 16,090 113,662 31,758 0 923,658

補正前 323,743 267,667 16,035 113,557 31,758 0 923,973

比　較 △ 227 △ 692 55 105 0 0 △ 315

※（ ）内は短時間再任用職員及びパートタイム会計年度任用職員の合計数で外書きである。

給　　　与　　　費

給　　　与　　　費

合　計 備　考

36,049 教育長を含む

49,320 0 0 66,582 12,218 78,800

教育長を含む

△ 10,749 教育長を含む

区　分
職員数

共済費
報　酬 給　料 期末手当

（年間支給率）

その他
の手当

計

補正後

長　等 2 0 16,869 8,751 31,470 4,579

議　員 16

46,798

議　員 16 49,320 0 0 66,582 12,218 78,800

0 0 0 0

補正前

長　等 3 0 22,116 11,409 40,685 6,113

0

区　分
職員数

共済費 合　計 備　考
報　酬 給　料 職員手当 計

比　較

長　等 △ 1 0 △ 5,247 △ 1,310 △ 2,658 △ 9,215 △ 1,534

議　員 0 0 0

補正後 651,205 879,969 923,658 2,454,832 439,345 2,894,177

補正前 650,420 878,122 923,973 2,452,515 437,856 2,890,371

比　較 785 1,847 △ 315 2,317 1,489 3,806

職員手当
の 内 訳
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　　　　ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

（人）

222

(2)

223

(2)

△ 1

(0)

区　分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
特　　殊
勤務手当

時 間 外
勤務手当

宿 日 直
手　　当

管理職員
特別勤務
手　　当

休　　日
勤務手当

管 理 職
手　　当

補正後 24,910 64,755 9,797 13,108 482 39,323 1,166 740 70 17,306

補正前 25,221 64,858 9,661 13,075 482 39,323 1,166 740 70 16,617

比　較 △ 311 △ 103 136 33 0 0 0 0 0 689

区　分 期末手当 勤勉手当 児童手当
退職手当
（負担金）

退職手当
（特別負担金）

単身赴任
手　　当

計

補正後 212,914 173,887 16,090 113,662 31,758 0 719,968

補正前 213,141 174,579 16,035 113,557 31,758 0 720,283

比　較 △ 227 △ 692 55 105 0 0 △ 315

※（ ）内は短時間再任用職員数で外書きである。

　　　　イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

（人）

0

(367)

0

(366)

0

(1)

区　分 期末手当 勤勉手当 計

補正後 110,602 93,088 203,690

補正前 110,602 93,088 203,690

比　較 0 0 0

※（ ）内はパートタイム会計年度任用職員数で外書きである。

給　　　与　　　費

給　　　与　　　費

区　分
職員数

共済費 合　計 備　考
報　酬 給　料 職員手当 計

補正後 651,205 0 203,690 854,895 144,366 999,261

区　分
職員数

共済費 合　計 備　考
報　酬 給　料 職員手当 計

補正後 0 879,969 719,968 1,599,937 294,979 1,894,916

補正前 0 878,122 720,283 1,598,405 293,490 1,891,895

比　較 0 1,847 △ 315 1,532 1,489 3,021

職員手当
の 内 訳

職員手当
の 内 訳

補正前 650,420 0 203,690 854,110 144,366 998,476

比　較 785 0 0 785 0 785
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　(2)　給料及び職員手当の増減額の明細
（単位：千円）

増減額

給料 1,847 1,847

職員手当 △ 315 △ 315 扶養手当 △ 311

地域手当 △ 103

住居手当 136

通勤手当 33

特殊勤務手当 0

時間外勤務手当 0

宿日直手当 0

管理職員特別勤務手当 0

休日勤務手当 0

管理職手当 689

期末手当 △ 227

勤勉手当 △ 692

児童手当 55

退職手当組合負担金 105

0

単身赴任手当 0

　(3)　給料及び職員手当の状況
　　　　ア　職員１人当たり給与

　　　　イ　初　任　給

区分 増減事由別内訳 説　　明 備　　考

人事異動による

人事異動による

退手組合特別負担金

区　　分 一般行政職 技能労務職

平均給料月額（円） 326,884 297,623

平均給与月額（円） 375,919 328,191令和8年9月1日現在

平 均 年 齢（歳） 43歳5月 57歳0月

国の制度

行政職（一） 行政職（二）

高　校　卒 200,300 198,200 200,300 198,200

令和8年6月1日現在

区　　分 一般行政職 技能労務職

平均給料月額（円） 326,362 297,623

平均給与月額（円） 374,080 328,191

平 均 年 齢（歳） 43歳1月 56歳9月

短　大　卒 216,500 - 216,500 -

大　学　卒 232,000 - 232,000 -
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　　　　ウ　級別職員数

級 職員数
　　（人）

構成比
　　（％）

級 職員数
　　（人）

構成比
　　（％）

1級 11 5.3 1級 2 15.4

2級 20 9.7 2級 0 0.0

3級 86 41.7 3級 11 84.6

（2）

4級 51 24.8

5級 23 11.2

6級 15 7.3

計 206 100.0 計 13 100.0

（2）

1級 15 7.1 1級 2 15.4

2級 20 9.5 2級 0 0.0

3級 85 40.5 3級 11 84.6

（2）

4級 54 25.7

5級 23 11.0

6級 13 6.2

計 210 100.0 計 13 100.0

（2）
※（ ）内は短時間再任用職員数で外書きである。

（級別の標準的な職務内容）
　一般行政職（令和8年4月1日現在）

　技能労務職

一般行政職 技能労務職

職務の級 標　準　的　な　職　務

1級  定型的な業務を行う職務

2級  高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

3級  主任又は主査の職務

区　分

令和8年9月1日現在

令和8年6月1日現在

4級
 (1)　課長、局長、次長、所長又は園長を補佐する職務
 (2)　係長の職務

5級  所長、園長又は主幹の職務

6級  参事、課長、局長又は次長の職務

職務の級 標　準　的　な　職　務

1級  定型的又は補助的な作業を行う職務

2級  技能又は経験を必要とする作業を行う職務

3級  高度の技能又は経験を必要とする作業を行う職務
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　　　　エ　期末手当・勤勉手当

※（ ）内は再任用職員

　　　　オ　特殊勤務手当

　　　　カ　その他の手当

※(2)及び(3)は、会計年度任用職員を含まない。

支給期別支給率 支給率計

6月（月分） 12月（月分） （月分）
区　分

職制上の段階、職
務の級等による加
算措置

備　考

2.325 2.325 4.650

（1.225） （1.225） 2.450

給料総額に対する比率（％） 0.05

令和8年度 有

区　分 支給対象職員／全職員 備考

支給対象職員の比率　（％） 1.35 し尿処理業務従事手当3名

代表的な特殊勤務手当の名称
・社会福祉業務従事手当・し尿処理業務従事手当
・有害鳥獣処理業務従事手当

区　分 国の制度との異同 差　異　の　内　容

扶養手当 同じ

住居手当 同じ

通勤手当 同じ
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 地方債の令和6年度末及び令和7年度末における現在高並びに令和8年度における

 現在高の見込みに関する調書

 （単位 千円）

１．公共事業等債 108,549 139,685 12,400 13,210 138,875

２．防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債 897,412 804,264 0 93,150 711,114

３．公営住宅建設事業債 112,883 77,287 46,100 29,571 93,816

４．災害復旧事業債 97,071 77,900 1,000 19,873 59,027

５．（旧）緊急防災・減災事業債 0 0 0 0 0

６．全国防災事業債 117,085 97,620 0 19,485 78,135

７．学校教育施設等整備事業債 110,774 86,452 0 24,323 62,129

８．一般廃棄物処理事業債 151,639 137,852 0 13,787 124,065

９．一般補助施設整備等事業債 158,818 121,804 31,700 37,016 116,488

10．施設整備事業債 346,893 317,011 0 29,882 287,129

11．一般単独事業債 4,687,097 4,274,537 198,600 622,286 3,850,851

12．辺地対策事業債 98,482 78,507 18,975 59,532

13．過疎対策事業債 962,131 1,476,424 2,729,500 28,786 4,177,138

14．厚生福祉施設整備事業債 0 0 0 0 0

15．地域改善対策特定事業債 0 0 0 0 0

16．財源対策債 32,758 27,571 0 2,757 24,814

17．臨時財政特例債 0 0 0 0 0

18．減税補てん債 2,533 928 0 928 0

19．臨時税収補てん債 0 0 0 0 0

20．臨時財政対策債 3,297,126 2,942,230 0 349,023 2,593,207

21．減収補てん債 17,605 16,510 0 1,096 15,414

22．調整債 0 0 0 0 0

23．京都府貸付金 0 0 0 0 0

24．その他 626 249 0 82 167

小　　　　　計 11,199,482 10,676,831 3,019,300 1,304,230 12,391,901

25．特定資金公共投資事業債 0 0 0 0 0

26．災害援護資金 0 0 0 0 0

合　　　　計 11,199,482 10,676,831 3,019,300 1,304,230 12,391,901

＊令和8年度中起債見込額には、令和7年度からの明許繰越額593,200千円を含む。

区　　　　分
令 和 6 年 度
末 現 在 高

令 和 7 年 度
末 現 在 高 額

令和8年度中増減見込

令 和 8 年 度 末
現 在 高 見 込 額令 和 8 年 度 中

起 債 見 込 額
令 和 8 年 度 中
元金償還見込額
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